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発 展 途 上 国 に お け る 地 域 開 発 の
ガ イ ド ラ イ ン の 提 案 に 関 す る 研 究 （ そ の1 ）
一 研究のパースペクティブとカンボディアにおける予備調査－
は じめ に






















































































注3 ）例えば 国際協力事業団「JICA 事業評価ガイドライン」2001 年国際協力事業団
注4 ）例えば 国際協力事業団社会開発調査部「地域総合開発計画調査標準要綱改訂版」平成14 年3 月 なお内
容については後でレビューする
注5 ）例えば アジア開発銀行（ADB ）がこのGreaterMekongSub-region の構想を提唱、推進している。
注6 ）カンボディアにおい ては内戦後1996 年に「第1 次社会経済発展計画1996 ―2000」（FirstSocioeconomicDevelopmentPlan1996-2000
）が策定された。その概要及び評価については 金子彰「発展途上国の社会
経済計画に関する一考察」国際地域学研究 第5 号39－60 東洋大学国際地域学部2002 に示されてい
る。「第2 次社会経済発展計画2001－2005 」(SecondSocioeconomicDevelopmentPlan2001-2005 ）は第1
次計画の後継 として策定された。その内容は国としての計画であり本報告書では本研究に関連する部分の
み示す。この計画全体の概要と評価などについては別途報告とする。
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我が国においては、発展の状況のちがいからこのような地 域開発は一般的でない。 また、 コミュ
ニティレベルの開発においては我が国においても発展途上国においても参加型開発が進められ成果
が得られてい るがここでいう規模の地域開発においてはどのように参加を確保していくかはさ まざ














導の産業開発の行 き詰 まりから市場経済の導入 による発展が図 られている。したがって地域開発の
枠組 みが大きくかわりつつある。この場合、市場経済が円滑 に機能 するためにはそのための法制度
の整備や政府による適切な運用が不可 欠である。したがって市場経済に対応した政府機構／人材育
成が必要となるa;14)。 これらについて多 くの発展途上国で は未だその途中にあるといえる。
このように発展途上国において市場 経済化の中での地域開発 という従来と異なる開発のあり方が
求められている。一方、現在の我が国 は基本的 に市場経済が定着した中で の地域開発を行っている。






























注H ）後で述べるがカンボディアの「第2 次社会経済発展計画2001－2005 」(SecondSocioeconomicDevelopmentPlan2001-2005)
においてこのことが強調されている



































































































































































注14 ）例えば 国際協力事業団「JICA 事業評価ガイドライン」2001年国際協力事業団
注15 ）県レベルまではホームページで詳細な最新データが公表されている。さらに、これを加工したものとして
朝日新聞社編「2002民力」2002 朝日新聞社 あるいは東洋経済「2003 地域経済総覧」2002 東陽経済
新報社がある。またこれらのCD-ROM 版も市販されている。
注16) 我が国では環境省F 環境白書」平成14 年が公刊されているほか各県においても同様のものが公刊されてお
りその中に環境に関するデータが含 まれている。この他これらは各機関のホームページに公表されてい る。
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この計画を引き継ぎ第2 次社会経済発展5 か年計画200ト2005 （SECONDFIVEYEARSOCIO-ECONOMICDEVELOPMENTPLAN200


































まず、 はじ めにカンボディアにお ける地方行政 について概観する。カンボディアには4 つのレベ
ルの行政機構がある。すなわち国／州（Province ）／郡（District）／市町村（Commune ）である。 こ
のうち州は自治体ではなく国の機関で その長である知事（Governor) は任命制、職員は国の公務員
であ る。州には計画部、公共事業部 をはじ めとする部が設けられ州行政の実施にあたっているがこ
れは同時に国の各省の地方組織 とし て位置付けられている。州の下にある郡は郡長（DistrictGover-nor
） は任命されるが実質的な権限 はない。
予算制度 は、国道のように国自ら事業を行なうものについては各省が予 算要求し経済財務省 から
配算される。州の予算は経常経費と資本的経費に分かれる。経常経費 については3 つの基準すなわ
ち各州 共通の基礎的部分、当該州の市町村数、当該州の人口により国から配算される。州道の整備
のように州 の行なう事業 に関する投 資的経費については州の各部が原案を作成し、知事がとりまと








については3 種類の資源が想定されてい る。第一は国の資金、第二は国際機関、NGO 、民間などに







あり州計画部 （ProvincialPlanningDepartment ）、その下に計画課 （PlanningDivision ）、統計課




の独自の地域計画はない。国の計画 は上で述 べた社会経済開発5 か年計画である。
さて、市町村は独自の開発計画を策定することとされてい る。市町村開発計画はSEIRA プログラ
ム に れはクメール語で石の意味で市町村開発計画はあたかも建物の礎石であるという考えを表し






る幹部会 （ExecutiveCommittee ） を設 け業務を効率的に処理するようにしている。
各市町村毎の開発計画は郡単位で取り まとめられるとともに州 の事業実施各部の計画 も統合さ
れ、郡単位の計画(DistrictIntegratePlan ）がつくられる。このた めに郡単位でセミナーあるいは
ワークショップといった会合が もたれる。 この会合には、開発計画 に関するすべての関係者が参加
する。その中にはNGO 、国際援助機関、民間も含 まれる。郡毎に集約された計画がまとめられ州と




















































































































































第1 部 地域総合開発の概念 第4 章 国際協力事業団による地域総合開発調
序章 地域総合開発計画調査標準要綱の改定に 査の特徴と傾向
あたって 第5 章 タイおよびフィリピンにおける地域開
第1 章 調査研究の背景と目的 発計画の特徴と傾向
第2 章 発展途上国における地域開発の概念整 第m 部 地域総合開発調査標準要領
理 第6 章 調査の全体像の把握
第3 章 地域総合開発計画と最近の開発課題 第7 章 事前調査 一協力要請からコンサルタ
第I1部 地域総合計画の事例分析 ントの選定まで一
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述 のJICA の要綱においては次のようなものが例示 されている。 すなわち、水文、土壌・土壌汚染、
植生、土地所有、小規模農業の実態、農家経済、農産物流通の実態、 信用供与制度、制度・組織、
地方税制度と地方財政であ る。また、UNCRD の地域開発へ の取組の中で は地域の社会的データは





以下本研究でめざす発展途上国 における地域開発のガイド ラインのイメージについて示 す。
本ガイドライ ンは既に述べたように広域的な地域開発を主たる対象としておりコミュニティプラ
ンあるいはロ ーカルプランといわれる狭い範囲の計画 は主たる対象 としない。 また、上 に述べたこ
とであ るが社会経済、環境の持続可能 な開発を主たる目標とする。さらに分権 と多様な主体の参画、
計画過程をブラッ クボックス化しない ための計画における適正技術 をもとにした地域のイニ シア
ティブ による開発をめざす。これは、既 に述 べたように開発のオーナーシップの重視 ということで
あ る。 このため情報公開とそれに基づいた評 価により開発を常にコントロ ールしてい く。 このよう
に固定した計画とそれに向かって直線的 に開発 を進めてい くのではなく漸進的アプロ ーチをとる。
このことを前提 としたとき本ガイド ラインで想定する地域開発は図 に示 すようなプロセスで進め
られることになる（図1 参照）。 このプロセスの図の各 ボックス（点線で示される「外部からのイン





が開発 されてきたが、上記の考 え方を踏 まえたものが示される。
したがって本研究の成果 としてしめされるべきガイドラインは以下のような構成 と考えられる。
すなわち10 のパートよりなり、I 、II は概要とプロセス、m はすべてに共通する参加型開発のため








フローダイアグラム1. 問題 を把握 する
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注3 ）REPLEX についてはUNITEDNATIONSCENTERFORREGIONALDEVELOPMENT “REPLEXREGIONALDEVELOPMENTPLANNINGEXERCISE
（UNCRDTrainingMaterialSeriesD"1998 に
詳細が示されている。
注4 ）PANGAEA についてはUNITEDNATIONSCENTERFORREGIONALDEVELOPMENT “PAN-GAEAGAMINGSIMULATIONEXERCISEFORSUSTAINABLEREGIONALDEVELOPMENT
（UNCRDTrainingMaterialSeries2)"1998 に詳細が示されている
















加型アセスの手引 き」平成14 年 財務省印刷局刊 に手法とその実際が具体的に示されている。





































































































金子 彰「カンボディアにおける地域開発についての海外研究報告（平成14 年度報告書）」平成15 年 東洋大学国
際共生社会研究センター（刊行予定）
金子 彰「発展途上国における社会経済計画に関する一考察」平成14 年（国際地域学研究第5 号）東洋大学国際
地域学部
「事務所最終案 平成14 年度JICA 国別事業実施計画 カンボディア」2002年JICA カンボディア事務所内部資
料
金子 彰・足立隼夫「社会資本の整備 カンボディア国別援助研究会報告書第2 章第3 節」2001 国際協力事業
団 注
日本国際ボランティアセンタ 「ー特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター」2002日本国際 ボランティ
アセンター
日本国際ボランティアセンター「JVC の持続可能な農業 と農村開発」2002日本国際ボランティアセンター
日本国際ボランティアセンター「2000 年度活動報告」200 旧 本国際ボランティアセンター
金子：発展途上国における地域開発のガイドラインの提案に関する研究（その1)
一研究のパースペクティブとカンボディアにおける予備調査一 141
斉 藤 文 彦 編 著 「 参 加 型 開 発 」2002 年 日 本 評 論 社
ロ バ ート チ ェ ン バ ー ズ 「 参加 型 開 発 と 国 際 協 力 」2001 年 明 石 書店
ドACIDrPCM 手 法 の理 論 と活 用」2001FACIDfPCMProjectCycleManagementPCM
手 法 に 基 づ く モニ タ リ ン グ ・ 評 価 」FACIDrPCMProjectCycleManagement
開 発 援 助 の た め の プ ロ ジ ェ ク ト ・ サ イ ク ル ・ マ ネ ジ メ ン ト 参 加 型
計 画 編 」2001FACID
”PCMProjectCycleManagementMANAGEMENTTOOLFORDEVELOPMENTASSISTANCE"2001
環 境 省 総 合 環 境 政 策 局 環 境 影 響 評 価 課 編 「 参 加 型 ア セ ス の手 引 き 」 平 成14 年 財 務 省 印 刷 局 刊













（英 文 ： そ れ以 外 ）TheAidStudyCommitteeonParticipatoryDevelopmentandGoodGovernance
“ParticipatoryDevelopmentandGoodGovernance"JapanInternationalCooperationAgency1995TheWorldBank
“AttackingPoverty 【WorldDevelopmentReport2000/2001 ）"’OxfordUniversityPress2001OECD
“TheDACGuidelinesStrategiesforSustainableDevelopmentInternationalDevelopment"OECD2001TheWorldBank
“SustainableDevelopmentinaDynamicWorld-TransformineInstitutions,Growth,andQualityofLife"2002OxfordUniversityPressUNCRD
“QuantitativeToolsinEconomicPlanning:ApplicationandIssues"1999UnitedNationsCenterfo 【RegionalDevelopmentUNCRD
“GAM 】NGSIMULATIONEXERCISEFORSUSTAINABLEREGIONALDEVELOPMENTPAN-GIA
”1998UnitednationsCenterforRegionalDevelopment （UNCRD ）YasunoriMinagawa,MakotoKachi
“Data-BaseforPlanninginJapan-CurrentSituationandProspects-(UNCRDDiscussionPaperNo.98
－5）"1998UnitedNationsCenterforRegionalDevelopment
